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栃木県における微小粒子状物質（PM2.5）の 
濃度変動に及ぼす気象的要因の特性解析 

                                        

大気環境部 

佐藤 翔大  佐藤 安里紗  平野 真弘  向井 重徳 1  大森 牧子 2 

（１ 現気候変動対策課）（2現企画情報部） 

                                        

要旨 
 夏季における南方向の風の流入頻度の増加に伴うPM2.5高濃度域の分布の推移に着目し、夏季の関東地方における

光化学オキシダント高濃度時の気象パターン抽出事例に倣い、気象条件の場合分けと抽出を行い、各気象条件におけ

る県内PM2.5常時監視結果の特徴等について考察した。これにより、PM2.5 自動測定結果からは、夏季における関東

南岸から海風等の南風が発達する気象条件下では、県南地域の PM2.5 濃度が平常時に比べ上昇する傾向が示された。

また、PM2.5 成分分析結果からは、特定の発生源の指標成分である金属元素が、前述と同様の気象条件によって、有

意に上昇する傾向が示された。 

キーワード：PM2.5、気象、自動測定、成分分析 

 

1 はじめに 

当県においては、県内のPM2.5 成分の詳細を把握するために、「令和 2年度 PM2.5大気環境調査結果」（以下「令和

2 年度調査」という。）1)に示すとおり、県内の常時監視測定、四季調査の成分分析及び発生源寄与推定解析を継続し

て実施している。 

前報 2)では、四季調査結果を濃度水準で区分し比較した場合、当県における PM2.5 の主要組成は、大気中での二次

生成の寄与が大きく、高濃度化しても組成比が変化しなかったことから、特定発生源の影響の増大ではなく、季節性

や気温等の気象条件の影響が大きいことを指摘した。また、真岡市におけるPM2.5濃度及び風向風速の常時監視デー

タから、春季及び夏季では、南方向の風の流入頻度の増加に伴い、PM2.5 濃度の風向風速別分布の高濃度域が南側に

シフトすること、また、秋季及び冬季では、北寄りの微風時に高濃度域が広く分布することから、当県における PM2.5

濃度上昇には、季節風が影響することを指摘した。 

これらのことから、当県におけるPM2.5 濃度上昇メカニズムの解明には、PM2.5成分及び前駆物質の濃度変動の解

析に加え、気象要素による影響の評価が重要と考えられる。また、単一の気象要素のみが起因することは考えにくく、

複数の気象要素がPM2.5濃度変動に寄与していると予想した。このため、県内で観測される個々の気象要素の関連性

に加え、関東地方や全国にまたがるような気象条件と、当県における PM2.5濃度変動の関連性について考察する。 

 

2 解析の基本方針 

本報告では、夏季における南方向の風の流入頻度の増加に伴う PM2.5 高濃度域の分布の推移に着目して解析を行

う。さらに、県内における南方向の風の頻度増加を引き起こす夏季特有の気象条件が、PM2.5 高濃度化に影響を及ぼ

すと仮定し、その気象条件の有無により、県内のPM2.5濃度変動パターンや成分の特異性について、違いがあるかど

うかの解析を行う。なお、気象条件の抽出方法は、吉門 3)4)による、夏季の関東地方における光化学オキシダント高濃

度時の気象パターン抽出事例に倣う。 

 

3 解析方法 

3.1 気象条件の抽出方法 

図 1 に、気象条件の抽出過程を示す。前述のとおり、気象条件の抽出には、吉門 3)4)の報告にある“海風日”の抽出方

法を用いた。この抽出方法は、光化学オキシダント高濃度日の出現しやすい気象条件の典型例の一つである「関東南

岸から北に向けて海風系が発達する日」に着目し、特定の気象に関する数値（例えば風向風速や湿度）ではなく、特

定の気象条件による抽出を試みたものである。具体的な解析方法としては、東京局及びさいたま局の気象庁アメダス

データ(日照時間及び風向風速)を利用し、①早朝は弱風か北寄りの風であること、②正午前後に日照があること、③日

中に 2 m/s 以上の南寄りの風が 2 時間以上続くこと、の 3 つの条件を満たした場合を“海風日”とするものである。こ

れらにより、東京局及びさいたま局で個別に“海風日”か否かが決定される。さらに、両方で“海風日”と判定された日

のうち、東京局での開始時刻が 8～13時で、さいたま局での開始時刻が、東京局より 0～5時間遅れの“海風日”を「典

型海風日」とし、これを単に海風日と呼ぶこととしている。これは、海岸から内陸にかけて海風が吹き込むという、

通常の概念と整合させるための処理であるとされている。 
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3.2 解析対象地点の位置関係等 

図 2 に、PM2.5 常時監視データ及び気象データ

採取地点の位置関係を示す。常時監視データは、

県南地域に位置する県安蘇庁舎（以下「佐野局」

という。）、小山市役所（以下「小山局」という。）

及び真岡市役所（以下「真岡局」という。）の 3地

点の結果を用いた。なお、令和 2 年度調査 1)にお

いては、例年と同様、県北部に比べ、県南部で

PM2.5 濃度が高い傾向がみられることが報告され

ており、県南地域を対象とすることで、当県にお

けるPM2.5 濃度上昇の影響を、より明確に捉える

ことができると考えた。気象データは、前述のと

おり、吉門 3)4)の報告に倣い、気象庁アメダスの設

置地点である東京局及びさいたま局の結果を用い

た。つまり、本報告における各地点の役割は、東

京湾沿岸及び関東地方南部の地点では、海風日の

判定、県南地域 3地点では、県内のPM2.5濃度推

移の状況把握、となる。 

3.3 解析に使用したデータ 

解析期間は、平成 24年度から令和元年度の夏季

（7月及び 8月）を対象とした。これは、当県にお

けるPM2.5自動測定結果の遡れる限りでの年数と

いう点に加え、複数年に及ぶ気候変動周期の影響

の低減という点を考慮したためである。PM2.5自動測定結果は、県南地域 3 地点の PM2.5 質量濃度 1時間値を使用し

た。なお、解析期間のうち、典型海風日の条件に合致しなかった日（計 10 日）は除外した。PM2.5 成分分析結果は、

平成 25 年度から令和元年度の 98日分のデータのうち、異常値を除いた 89 日分を解析に使用した。成分分析は、真岡

局の 1 地点で実施しているため、そのデータを使用した。調査方法及び調査項目については、令和 2 年度調査 1)のと

おりである。 

3.4 高濃度日の定義 

自動測定結果から、①3地点中 2 地点以上、②日平均値（1～24 時）が 20 µg/m3以上、③日最高値が 30 µg/m3以上、

をすべて満たした日を高濃度日とした。この基準については、特異的な高濃度事象の他に、県南地域のある程度広域

での大気汚染を抽出することを目的とし、解析期間中における、各地点の箱ひげ図から、外れ値を除いた、PM2.5 質

量濃度 1時間値の最大値及び 75%値を参考に設定したものである。 

3.5 県内の風配の再確認 

解析期間中の県内の風配について、前報 2)と同様、夏季に特異性があるかどうかを調査する目的で、佐野市、小山

市及び真岡市の 3地点の気象庁アメダスデータ（風向風速）を使用し、風配の経月変化の再確認を行った。 

 

 

図2 PM2.5常時監視データ及び気象データ抽出地点 

（□：PM2.5常時監視結果、○：気象庁アメダスデータ、 

太枠は成分分析結果をそれぞれ使用した） 

図1 “海風日”の抽出条件（吉門 3）4)を基に作図） 
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4 解析結果及び考察 

4.1 県南地域における風配の状況 

図 3 に、県南地域 3地点（佐野局、小山局及び真岡局）の風配の経月変化を示す。各地点の風配は、風向の 1 時間

値を各風向毎（16 方位）に積算し、風速の強さで 5 段階に色分けして示したものである。各地点の風配から、秋季か

ら冬季（9～2 月）に比べ、春季から夏季（3～8月）で南方向からの風の流入頻度の増加がみられ、本報告の解析対象

期間においても、南方向からの風の流入頻度が増加していた。特に、各地点の当該期間の南方向の風は、2m/sから 4m/s

の比較的弱風域での頻度増加が顕著であった。なお、当県においては、同様の弱風域におけるPM2.5濃度上昇が観測

されている 2)。 

図3 県南地域3地点の風配図の経月変化 

（上段：佐野局、中段：小山局、下段：真岡局） 

（WSは風速（m/s）を表す） 

1200

N

0≦WS≦2 2＜WS≦4 4＜WS≦6 6＜WS≦10 10＜WS≦20
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4.2 PM2.5自動測定結果 

4.2.1 高濃度日の発生状況 

表1に、県南地域における高濃度日の発生状況を示す。

海風日 122 日中 50 日、海風日と観測されなかった日（以

下「非海風日」という。）364 日中51日がそれぞれ高濃度

日として観測された。高濃度日の発生日数は同程度であっ

たものの、高濃度日の発生率は海風日が 41%と非海風日の

14%を大きく上回り、全観測日数に対する高濃度日の発生

率（21%）と比較しても、特に、海風日に高濃度日となる

割合が高かった。 

なお、高濃度日の濃度変動については、後述の高濃度日

以外の濃度変動パターンの解析結果とは異なる挙動を示

し（例えば、前日の夜間から翌日の未明にかけて濃度が減

少しない場合がある等）、海風日だけでは、高濃度日の濃度

変動パターンを十分に説明できないことが分かった。した

がって、PM2.5高濃度化には、海風日に加え、更に、別の

気象条件等の寄与が予想されるため、従来の常時監視に加

え、県内外の気象への注視の重要性が示唆された。 

4.2.2 高濃度日以外の濃度変動パターン解析の概要 

図 4 に、高濃度日以外の観測日（以下「平常時」という。）

における、海風日及び非海風日の場合の県南地域 3 地点の

PM2.5濃度の経時変化を示す。ここでは、海風日の発生に

よって、平常時のPM2.5濃度がどの程度変動するかを把握

するため、海風日及び非海風日と観測された当日の 24 時

間及び前日の 24 時間の PM2.5 濃度についてそれぞれ抽出

し、時間ごとの PM2.5濃度平均値をプロットした。これに

より、おおよそ海風日の影響のみで、当県におけるPM2.5

濃度変動パターンがどのように変化するかについて考察

することができると考えた。なお、ここでいう海風日の影

響とは、南方向からの移流といった物理現象によるものに

加え、好天条件による光化学二次生成反応の促進等の化学

反応によるものも含むことに注意が必要である。ここでは

主に、【case1】：当日及び前日のいずれも非海風日だった場

合、【case2】：当日が海風日で前日が非海風日だった場合、

【case3】：当日及び前日のいずれも海風日だった場合、の

ケースについてそれぞれ示した。 

4.2.3 平常時のPM2.5濃度変動の特性 

平常時について、同じ地点で各濃度変動パターンを比較

すると、非海風日が連続する【case1】及び海風日が連続す

る【case3】では当日の 24 時間の濃度変動パターン（以下、

「ptnC」という）及び前日の 24 時間の濃度変動パターン

（以下「ptnP」という）に差異はなく、同じ濃度変動パタ

ーンが繰り返されていた。 

対照的に、当日と前日の気象条件が異なる【case2】では、

10 時以降は、海風日が連続する【case3】と一致した。ただ

し、【case2】及び【case3】の ptnCの、未明から早朝（1時

～6時）の濃度は、【case3】の方が大きかった。加えて、各

地点で、【case2】の ptnC に比べ【case3】の ptnC の未明か

ら早朝（1 時～6 時）の濃度が有意に上昇している時間も

みられた。また、1 日でみると、海風日の場合の高い山及

表1 高濃度日の発生状況 

図4 各ケースの濃度変動パターン 

（上段：佐野局、中段：小山局、下段：真岡局） 

（SBは“Sea Brease”の略） 
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び非海風日の場合の低い山の各 PM2.5濃度変動パターンは、地点ごとに再現性がみられた。したがって、海風日及び

非海風日のそれぞれに、固有の濃度変動パターンがあり、おおよそ気象条件のみで同様の濃度変動パターンが再現さ

れるものの、海風日が連続する場合は、翌日の早朝に濃度差が生じる可能性が示唆された。 

その他の特性として、【case2】及び【case3】の早朝（6時）の濃度差は、真岡局、小山局及び佐野局で、それぞれ約

2.1、1.8 及び 4.4µg/m3となり、佐野局のみ、他の地点に比べ、特に濃度差が大きかった。加えて、各地点における【case2】

の ptnC は、真岡局はひと山型、小山局及び佐野局はふた山型であり、おおむね正午もしくは夕方（12 時及び 17～18

時）にピークを示し、対照的に、ptnP では正午過ぎから夕方（15～18 時）にかけてピークを示した。 

4.2.4 平常時のPM2.5濃度上昇の予測可能性 

前述のとおり、“海風日”の判定条件③から、南寄りの風の判定時刻は、最も早くて 8時であり、判定条件①から、

その前に南寄りの風ではないことが示されている。したがって、海風日のような気象条件の場合、少なくとも県南地

域においては、早朝からPM2.5 濃度上昇が発生するような、「穏やかな気象場」である可能性が示唆される。実際に、

吉門 3)4)の報告では、日照時間が十分に大きい海風日（5.1h以上）に限定した結果であるものの、関東南岸と東京都心

内陸側の気温差が特に大きい場合、当日の天気図は、日本列島の南側に高気圧が広く張り出している状況が示されて

おり、高気圧による大気拡散の抑制が、数日規模で続くものと予想される。 

 このことから、海風日の場合、風による拡散等の影響で急激な濃度変動を示すことは考えにくく、前述のPM2.5濃

度変動パターンの特性と併せて、少なくとも平常時の場合、県内のPM2.5濃度変動パターンはある程度決まった変動

を示すことが予想される。したがって、①前日の気象条件（海風日か否か）、②前日の濃度変動パターン、の 2つを把

握することで、当日が海風日かどうか判別できない段階でも、当日の 10 時時点の PM2.5 濃度から、PM2.5 濃度が上

昇する可能性を示唆できることが期待される。 

 

4.3 PM2.5成分分析結果 

表 2 に、四季調査結果のうち、PM2.5質量濃度並びに

主要成分である炭素成分及びイオン成分の計11項目に

ついて、表 3には、微量成分である金属成分計 28項目

について、海風日及び非海風日の場合の平均値を示す。

なお、測定値が検出下限値未満のデータについては検

出下限値の半値を使用し、検出下限値未満の値が半数

以上を占める場合は、表中の平均値を斜字で表記した。

また、各成分の平均値には 95%信頼区間を併記した。 

加えて、海風日及び非海風日について、次の 2つの要

素を対象に統計解析を行った。 

① 各項目（表 2：Component、表 3：Element） 

の濃度 

② 主要成分、微量成分ごとに、各項目が属す 

る各成分の総濃度（表 2：Total components、 

表 3：Total elements）で各項目の濃度を除した 

割合 

具体的には、①及び②について、散布度の差を確認し

た後、有意差の検定を行った。単に有意差の検定のみを

行わないのは、散布度の差が認められた場合、後の有意

差の検定で第一種の過誤（偽陽性）の確率が上昇するこ

とが報告されているため 5)である。散布度の差の確認に

は、有意水準を 0.05 としたシーゲル・テューキー検定

を用い、後の有意差の検定には、有意水準を 0.05 とし

たマン・ホイットニーの U 検定を用いた。U 検定によ

り、有意差が認められた成分について、いずれの日も斜

字表記の成分を除きマーキング（①：*又は**、②：●又

は●●）した。なお、シーゲル・テューキー検定の結果、

散布度の差が有意と認められた項目については、各項

目名にマーキング（†又は‡）した。 

表2 海風日及び非海風日における 

PM2.5濃度及び主要成分濃度 
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主要成分については、各項目の濃度でみると、海風日

の場合、非海風日に比べOC、EC、SO4
2-、NH4

+及びK+

が有意に上昇していた。特に、EC と K+を除く 3 成分

については、光化学二次生成反応が活発な場合に顕著

な上昇を示すことが知られており、海風日の好天条件

によって、この反応が促進された結果であると推察さ

れた。また、主要成分の総濃度に対する割合でみると、

有意差が認められた項目はなかった。 

微量成分については、各項目の量でみると、アルミニ

ウム（Al）、バナジウム（V）、マンガン（Mn）、鉄（Fe）、

セレン（Se）、ルビジウム（Rb）、アンチモン（Sb）、バ

リウム（Ba）、ランタン（La）、タングステン（W）及び

鉛（Pb）が有意に上昇していた。なお、Laについては、

非海風日のデータの半数以上が下限値未満であったこ

とから、参考値とした。これらのうち、主にV、La は

化石燃料系やその触媒 6)7)、Mn及び Pbは鉄鋼業の指標

成分であることが報告されており 8)、当県においては、

それらの発生源の影響が、海風日の場合に、顕著となる

可能性が示唆された。また、微量成分の総濃度に対する

割合でみると、上記のうちV、Mn、Se及びRb に加え、

クロム（Cr）で有意差が認められた。Cr については、

前述の La と同様の理由から参考値とした。Cr を除く

項目については、海風日の場合、濃度が有意に上昇して

いることから、各項目の濃度の変化が総濃度の変化に

比べ大きい可能性が示された。特に、PM2.5中のRb に

ついては報告例が少なく、当県における PM2.5 濃度上

昇に関連する何らかの指標成分である可能性も示唆さ

れた。 

PM2.5 濃度の発生源の推定に有効な指標であるとさ

れるV/Mn比 9)及びAs/V比 10)は、海風日及び非海風日

の平均値で、V/Mn 比がそれぞれ 1.2 及び 1.4、As/V 比

がそれぞれ 0.20 及び 0.76 であった。微小粒子の V/Mn

比はおよそ0.21～0.28であることが報告されており 11)、

この値と比べると、いずれの日についても大きい結果

であった。また、石炭、重油及びガソリン燃焼由来の浮

遊粉じんのAs/V比は、それぞれ 4.8、0.02及び 1.1であ

ることが報告されており 12)、海風日の場合、重油燃焼

由来の粉じんの As/V 比に、より近づくことが示され

た。加えて、北京で観測された PM2.5 のAs/V比は 8.5

であったことが報告されており 13)、越境輸送による可

能性は低いことが示唆された。 

 

5 まとめ 

夏季（7 月及び 8 月）における、8か年分の PM2.5常

時監視結果（成分分析結果については 7 か年分）を光

化学オキシダント高濃度時の気象パターン抽出事例に

倣い、場合分けした後、各濃度変動パターンや特異性に

ついて解析した。 

自動測定結果から、海風日の場合に、県南地域におけ

る高濃度日の発生率が顕著に上昇していることが分か

表3 海風日及び非海風日における微量成分濃度 
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った。加えて、平常時では、海風日及び非海風日それぞれに、固有の濃度変動パターンがあり、おおよそ気象条件に

よって、同様の濃度変動パターンが再現される可能性が示唆された。なお、PM2.5 高濃度化は、更に、別の気象条件

等の影響が予想された。 

また、成分分析結果から、光化学二次生成反応の促進に起因する成分の有意な濃度上昇や特定の発生源に起因する

元素の構成の変化が確認され、当県においては、海風日の場合に、それらの影響が顕著となる可能性が示唆された。 

本報告により、気象条件による大気汚染物質の高濃度化事例解析と PM2.5 濃度の常時監視とを組み合わせること

で、県内のPM2.5濃度上昇について、その発生メカニズムの詳細な把握と、将来的な濃度予測を行うことができる可

能性を示せたと考える。 

今後は、その他の季節についても解析を進め、当県における大気汚染に係る発生源対策と同様に、県内外の気象と

の関連性について注視し、広角的な大気汚染対策に生かしたい。 
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☆ 微小粒子状物質（PM2.5）について 

右図にPM2.5生成の模式図について示す。PM2.5 の発生源

は、人為起源及び自然起源に区分され、その発生メカニズム

は、物質の燃焼や火山活動により直接排出される一次排出と、

環境中に放出されたガス状物質が化学変化等により粒子化す

る二次生成に大別される。特に、人為起源によるものは、工

場からの粉じん、自動車、船舶からのディーゼル粒子等の一

次排出、及び環境中に放出された硫黄酸化物（SOx）、窒素酸

化物（NOx）、揮発性有機化合物（VOC）などの化学変化によ

る二次生成などに起因するとされている。 

そのため、PM2.5 は、多様な無機成分と有機成分により構

成される。主に、無機成分は、硫酸イオン（SO4
2-）や硝酸イ

オン（NO3
-）のような水溶性イオンや金属酸化物、及びスス

などに代表される元素状炭素（EC）などが挙げられ、有機成

分は、VOC の化学変化や半揮発性VOC からエアロゾル化し

たもの等、多岐にわたることが知られている。 

図 PM2.5生成の模式図 

（栃木県HPより引用） 


